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そ の 他

議 案 結 果

条 例

養老町職員の給与に関する条例の一部改正 全員賛成で可決

養老町特別職の職員の給与に関する条例の一部改正 全員賛成で可決

養老町議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部改正 全員賛成で可決

養老町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正 全員賛成で可決

専決処分の報告（養老町営住宅の管理に関する和解） ３件 報告のみ

専決処分の報告（養老町営住宅の管理に関する和解に代わる決定） １件 報告のみ

令和２年11月

臨時会 ここここんんんんななななここここととととがががが決決決決ままままりりりりままままししししたたたた審議した議案と
その結果

予 算

議 案 結 果

条 例

養老町部設置条例の一部改正 全員賛成で可決

養老町職員の懲戒の手続き及び効果に関する条例の一部改正 全員賛成で可決

町税以外の諸納付金の督促手数料、延滞金徴収並びに滞納処分執行条例等の一部改正 全員賛成で可決

養老町国民健康保険税条例の一部改正 全員賛成で可決

養老町簡易水道事業給水条例の一部改正 全員賛成で可決

令和２年度養老町一般会計補正予算（第５号） 全員賛成で可決

令和２年度養老町国民健康保険特別会計補正予算（第３号） 全員賛成で可決

令和２年度養老町立食肉事業センター特別会計補正予算（第２号） 全員賛成で可決

令和２年度養老町上水道事業会計補正予算（第１号） 全員賛成で可決

令和２年度養老町公共下水道事業特別会計補正予算（第１号） 全員賛成で可決

令和２年度養老町介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 全員賛成で可決

令和２年度養老町立食肉事業センター特別会計の繰入の変更 全員賛成で可決

西南濃老人福祉施設事務組合の規約の変更に関する協議 全員賛成で可決

西南濃老人福祉施設事務組合の解散に関する協議 全員賛成で可決

西南濃老人福祉施設事務組合の解散に伴う財産処分に関する協議 全員賛成で可決

監査委員(任期 令和３年１月28日から令和７年１月27日） 田中 隆 同意

全国市町村国際文化研修所「防災と議員の役割」 小寺 光信、 西脇 康 全員賛成で可決

全国市町村国際文化研修所「新人議員のための地方自治の基本」清水 由美子 全員賛成で可決

全国市町村国際文化研修所「自治体財政の見方～健全化判断比率を中心に～」野村 永一 全員賛成で可決

（敬称略）
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防災・減災・国土強靭化対策の継続・拡充を求める意見書

現在、世界は異常な気候変動の影響を受け各国各地でその甚大な被害を被っている。我が国でも、豪雨、河

川の氾濫、土砂崩落、地震、高潮、暴風・波浪、豪雪など、自然災害の頻発化・激甚化にさらされている。こ

のような甚大な自然災害に事前から備え、国民の生命・財産を守る防災・減災、国土強靭化は、一層その重要

性を増しており、喫緊の課題となっている。

こうした状況を受け、国においては、重要インフラの緊急点検や過去の災害から得られた知見を踏まえ、国

土強靭化を加速化・進化させていくことを目的に、「国土強靭化基本計画」を改訂するとともに、重点化すべき

プログラム等を推進するための「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策」を策定し、集中的に取り

組んでいるが、その期限が令和３年３月末までとなっている。

現状では、過去の最大を超える豪雨による河川の氾濫・堤防の決壊、山間部の土砂災害等により多くの尊い

命が奪われるなど、犠牲者は後を絶たない。今後起こりうる大規模自然災害の被害を最小限に抑え、迅速な復

旧復興へとつながるよう「防災・減災、国土強靭化」はより一層、十分な予算の安定的かつ継続的に確保が必

須である。

よって、国におかれては、下記の措置を講じられるよう強く要望する。

１ 令和２年度末期限の「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策」の更なる延長と拡充を行うこと。

２ 地方自治体が国土強靭化地域計画に基づき実施する対策に必要な予算の総額確保を図ること。

３ 災害復旧・災害関連予算の確保や補助対象の拡大を図るとともに、国土強靭化のための財源を安定的に確

保するための措置を講ずること。また、その配分に当たっては、社会資本整備の遅れている地方に十分配

慮すること。

〈提出先〉衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、財務大臣、総務大臣、農林水産大臣、国土交通大臣、内

閣官房長官、国土強靭化担当・内閣府特命担当大臣（防災）
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